
平成31年度 当初予算

市
の
一
年
間
の
お
金
の
使
い
方
を
ま
と
め
た
当
初
予
算
が
決
定
し
ま
し
た
。

平
成
31
年
度
の
全
会
計
の
当
初
予
算
額
は
、
前
年
度
と
比
べ
て
11
億
６
，
３
８
６
万

５
千
円
（
率
に
し
て
２
．
１
％
）
増
の
５
５
８
億
14
万
３
千
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
の
う
ち
、
一
般
会
計
は
１
．
４
％
減
の
２
５
２
億
３
，
３
７
９
万
８
千
円
、
特
別

会
計
は
９
．
２
％
減
の
１
６
５
億
２
，
５
５
０
万
１
千
円
、
企
業
会
計
は
29
．
３
％
増

の
１
４
０
億
４
，
０
８
４
万
４
千
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

【
財
政
課
】

平
成
31
年
度 

当
初
予
算

主
な
事
業
と
し
て
、
幼
児
教
育
無
償
化

に
伴
う
経
費
や
た
ん
ぽ
ぽ
園
の
老
朽
化
改

善
と
定
員
増
加
を
目
的
と
し
た
た
ん
ぽ
ぽ

園
整
備
に
か
か
る
経
費
、
学
校
施
設
の
長

寿
命
化
の
た
め
、
西
部
小
学
校
の
大
規
模

改
造
や
ト
イ
レ
洋
式
化
率
が
低
い
隅
田
・

紀
見
東
中
学
校
の
ト
イ
レ
改
修
事
業
な
ど
、

保
育
・
教
育
環
境
の
改
善
に
向
け
た
取
組

み
を
行
い
ま
す
。
ま
た
、
市
内
に
あ
る
道

路
や
橋
、
市
営
住
宅
な
ど
の
施
設
の
長
寿

命
化
を
図
る
経
費
や
橋
本
市
再
開
発
住
宅

を
地
域
優
良
賃
貸
住
宅
と
し
て
供
給
す
る

た
め
の
屋
内
改
修
経
費
な
ど
、
公
共
施
設

の
持
続
化
・
最
適
化
に
向
け
た
取
組
み
を

反
映
し
た
予
算
編
成
と
な
っ
て
い
ま
す
。

歳　
　

入

市
税
に
つ
い
て
は
、
固
定
資
産
税
の
増

額
を
見
込
む
も
の
の
、
個
人
市
民
税
や
法

人
市
民
税
、
市
た
ば
こ
税
の
減
額
を
見
込

ん
で
い
る
こ
と
か
ら
、
ほ
ぼ
前
年
度
並
み

の
予
算
と
な
っ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
普
通
建
設
事
業
費
の
減
少
に
よ

り
市
の
借
入
金
に
あ
た
る
市
債
は
減
少
し
、

財
政
健
全
化
の
取
組
み
効
果
に
よ
り
基
金

繰
入
金
は
減
少
し
て
い
ま
す
が
、
依
然
と

し
て
財
政
事
情
は
厳
し
く
、
財
源
不
足
に

対
応
す
る
た
め
、
基
金
か
ら
の
繰
入
れ
に

頼
っ
た
予
算
編
成
と
な
っ
て
い
ま
す
。

基
金
は
、
財
政
調
整
基
金
や
特
定
事
業

の
た
め
に
積
み
立
て
た
地
域
づ
く
り
基
金

な
ど
の
特
定
目
的
基
金
を
取
り
崩
し
た
こ

と
に
よ
り
減
少
し
て
い
ま
す
。

市
債
は
、
償
還
が
進
ん
で
お
り
、
残
高

は
減
少
し
て
い
ま
す
。

歳　
　

出

基
金
と
市
債
残
高

基金残高市債残高
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一
般
会
計
の
概
要

一般会計の内訳 各会計の当初予算額歳入総額
252億3,379万8千円

歳出総額
252億3,379万8千円

地方交付税
81億2,000万円 民生費

100億4,684万8千円

衛生費
28億6,980万1千円

教育費
21億6,051万6千円

土木費
20億3,305万8千円

公債費
36億8,241万1千円

総務費
19億9,313万1千円商工・農林水産業費

10億5,224万9千円

市税
65億8,959万9千円

県支出金
19億1,307万4千円

国庫支出金
30億7,816万8千円

市債
16億6,260万円

その他 11億9,426万3千円

繰入金 11億863万円

その他　13億9,578万4千円

譲与税および各種交付金
15億6,746万4千円

前年度と比較すると…

地方交付税
＋9,000万円

普通交付税の増加　
＋1.1％

民生費
＋2億7,286万9千円

障がい者自立支援給付費や
たんぽぽ園新築経費などの
増加
＋2.8％国庫支出金 

＋3億9,858万3千円
障害者自立支援給付費負担
金、子どものための教育・
保育給付費などの増加
＋14.9％

県支出金 △1億769万3千円
工場等用地取得造成事業補
助金、子育て支援特別対策
事業費補助金などの減少
△5.3％

教育費
△2億7,480万8千円

小学校大規模改造事業費や
学文路地区公民館建設事業
費などの減少
△11.3％

市債 △3億2,690万円
公民館やこども園の建設な
ど大型公共事業の減少
△16.4％

商工・農林水産業費
△2億8,594万6千円

（仮称）あやの台北部用地
開発関連委託料などの減少
△21.4％

市民１人当たりの市税負担額

104,638円
市民１人当たりが受ける行政サービス額

400,695円

その他（議会関連経費など）

5,988円

消防・救急活動など

16,175円

学校や公民館、図書館など

34,308円

ごみ処理や病気の予防など

45,570円
借入金の返済

58,474円
高齢者や児童の福祉など

159,537円
証明書の発行、選挙など

31,650円
道路や公園の整備など

32,284円
商業や農林業の振興など

16,709円
※「市民１人当たりの市税負担額」および「市民１人当たりが受ける行政サービス額」は平成31年１月31日
の市の住民基本台帳登録人口数（62,975人）で除して算出しています。

一般会計 252億3,379万8千円
（対前年度比 1.4％減）

特別会計 165億2,550万1千円
（対前年度比 9.2％減）

企業会計 140億4,084万4千円
（対前年度比 29.3％増）

全 会 計 558億14万3千円
（対前年度比 2.1％増）

平成31年度 当初予算
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